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食品の理化学的検査結果について（2015年度）

は じ め に

２０１５年度に県下５ブロックの食品衛生監視機動班
が、「平成２７年度食品衛生監視指導計画」に基づい
て収去した食品の理化学的検査結果について報告す
る。

材料及び方法

１ 材料

２０１５年４月から２０１６年３月の間に収去・搬入した
食品２１５検体について検査を実施した。

２ 検査方法

食品衛生法に定められた試験法に準拠した大分県
検査実施標準作業書に基づき検査を実施した。

結 果

収去検査の検査項目毎の結果は表１のとおりであ
る。
１ 動物用医薬品

県産鶏卵、県産・輸入・その他食肉及び県産・輸
入養殖魚介類９０検体について検査を実施した。県産
養殖魚介類２検体からオキシテトラサイクリンが検
出されたが、いずれも基準値未満であった。

２ 残留農薬

県産及び輸入野菜・果実３０検体について検査を実
施した。県産野菜・果実から、アゾキシストロビン、
チアクロプリド、ピリダベン、ブプロフェジンが検
出されたが、すべて基準値未満であった。また、輸
入野菜・果実からは、アゾキシストロビン、イマザ

リル、カルバリル、チアベンダゾール、ピラクロス
トリビン、ピリダベン、ピリプロキシフェン、フル
ジオキソニル、マラチオンが検出されたが、すべて
基準値未満であった。

３ 食品添加物

３．１ 漂白剤

県産・国産加工食品１５検体について二酸化硫黄の
検査を実施した。県産加工食品３検体及び国産加工
食品３検体から検出されたが、すべて基準値未満で
あった。

３．２ 保存料・甘味料

県産・国産加工食品（魚肉ねり製品、漬物、醤油
及び食肉製品等）の合計４５検体について保存料（ソ
ルビン酸、デヒドロ酢酸、安息香酸及びパラオキシ
安息香酸類）及び甘味料（サッカリンNa）の検査
を実施した。１８検体からソルビン酸が、３検体から
サッカリンNaが検出されたが、すべて基準値未満
であり、表示も適正であった。

３．３ 発色剤

保存料及び甘味料の検査を実施した４５検体のうち
食肉製品１５検体については、同時に発色剤（亜硝酸
根）の検査を実施した。１３検体から検出されたが、
すべて基準値未満であった。

４ 特定原材料（アレルギー物質）

４．１ 卵

県産加工食品１０検体について検査を実施した。１
検体で陽性となり、注意喚起表示等はなかった。

＊１北部保健所豊後高田保健部、＊２北部保健所
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検査項目 検体名 検体数 基準値等
超過数 結果の概要

収去検査

動物用医薬品

県産鶏卵 １０ ０ すべて定量下限値未満

県産鶏肉 ９ ０ すべて定量下限値未満

輸入鶏肉 ９ ０ すべて定量下限値未満

県産豚肉 １８ ０ すべて定量下限値未満

輸入豚肉 ４ ０ すべて定量下限値未満

県産牛肉 ３ ０ すべて定量下限値未満

輸入牛肉 ６ ０ すべて定量下限値未満

その他食肉 １ ０ すべて定量下限値未満

県産養殖魚介類 １０ ０ ２検体からオキシテトラサイクリンを検出（基準値未満）

輸入養殖魚介類 ２０ ０ すべて定量下限値未満

残留農薬

県産野菜・果実 ２０ ０
１検体からアゾキシストロビン、１検体からチアクロプリド、
１検体からピリダベン、１検体からブプロフェジンを検出（基
準値未満）

輸入野菜・果実 １０ ０

１検体からアゾキシストロビン、９検体からイマザリル、１検
体からカルバリル、８検体からチアベンダゾール、１検体から
ピラクロストリビン、１検体からピリダベン、１検体からピリ
プロキシフェン、１検体からフルジオキソニル、１検体からマ
ラチオンを検出（基準値未満）

漂白剤
県産加工食品 ７ ０ ３検体から二酸化硫黄を検出（基準値未満）、表示適正

国産加工食品 ８ ０ ３検体から二酸化硫黄を検出（基準値未満）、表示適正

保存料
甘味料

県産加工食品 ３８注１ ０ １５検体からソルビン酸、１検体からサッカリンNaを検出（基
準値未満）、表示適正

国産加工食品 ７注１ ０ ３検体からソルビン酸、２検体からサッカリンNaを検出（基
準値未満）、表示適正

発色剤
県産加工食品 １２ ０ １０検体で亜硝酸根を検出（基準値未満）

国産加工食品 ３ ０ ３検体で亜硝酸根を検出（基準値未満）

特定原材料
（卵） 県産加工食品 １０ １ １検体で陽性

注意喚起表示等なし

特定原材料
（小麦） 県産加工食品 １０ ２ ２検体で陽性

注意喚起表示等なし

特定原材料
（乳） 県産加工食品 １０ １ １検体で陽性

注意喚起表示等なし

シアン化合物 生あん ５ ０ すべて不検出

合計 ２１５ ４

表１ 食品の理化学的検査結果

注）４５検体のうち食肉製品１５検体については、同一の検体を用いて発色剤の検査も実施した。

４．２ 小麦

県産加工食品１０検体について検査を実施した。２
検体で陽性となり、注意喚起表示等はなかった。

４．３ 乳

県産加工食品１０検体について検査を実施した。１

検体で陽性となり、注意喚起表示等はなかった。

５ シアン化合物

県産生あん（白あん）５検体について検査を実施
し、すべて不検出であった。
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九州地方における臨床由来溶血性レンサ球菌の
血清型の動向（2015年）

は じ め に

１９９１年度以来、九州地区では地方衛生研究所のレ
ファレンス業務の一環として「九州ブロック溶レン
菌感染症共同調査要領１）」に基づき、共同でＡ群溶
血性レンサ球菌感染症の調査２‐１４）を行っている。２０１５
年の動向について報告する。

材料及び方法

１ 材料

２０１５年に大分県、佐賀県及び沖縄県の各医療機関
定点で採取された臨床材料から、各地方衛生研究所
で分離または群・型別したＡ群溶血性レンサ球菌
１２３株について集計を行った。その内訳は大分県８８
株、佐賀県１９株、沖縄県が１６株であった。

２ 同定、群別及びT型別

ウマ血液寒天培地上でβ溶血を示した菌株につい
て常法に従い同定し１６）、ストレプトＬＡ（デンカ生
研）を用いて群別を行った。Ｔ蛋白による型別は、
市販のＴ型別用免疫血清（デンカ生研）を用いてス
ライド凝集反応により実施した。血清凝集反応で型
別不能となった菌株については、ピロリドニルアリ
ルアミダーゼ活性試験１７）（以下、ＰＹＲ試験）でＡ
群溶血性レンサ球菌であることの確認を行った。

結果及び考察

１ 九州地方におけるA群溶血性レンサ球菌のT型分

布の年次推移

九州地方におけるＡ群溶血性レンサ球菌のＴ型分
布および年次菌型推移を表１、図１に示した。２０１５
年に九州地区で分離されたＴ血清型は１０種類で、分
離頻度の高かった順にTB３２６４型（２８％）、T6型（
１３％）、T２８型（１１％）の順であった。全国的には
TB３２６４型（１６％）、T１２型（１６％）、T1型（１４％
）、T4型（１４％）であった１８）。県別に主な流行血清
型を見ると、大分県では９種類の血清型が分離さ
れ、TB３２６４型（３５％）が最も多く、次いでT２８型と
T6型（各１４％）であった。（表２）。佐賀県では９種
類の血清型が分離されT4型（２１％）、次いでT6型
とTB３２６４型（各１６％）の順で多かった（表３）。沖縄
県では５種類の血清型が分離され、T1型（３８％）、
T１２型（１３％）が多かった（表４）。集計上、九州地
方ではTB３２６４型、T6型、T２８型が頻出血清型となっ
たが、これは分離株の７２％を占める大分県の菌株の
流行型が反映された結果であり、実際には上述のよ
うに地域差がみられた。
次に、Ｔ型別の経年変化（表５、図１～４）をみるとTB

３２６４型の分離比率は、２０１０年に２５％と急増し２０１４
年、２０１５年と高い分離率を示している。全国集計１８）

でも２０１０年に急激に増えており２０１４年は２７％を占め
たが２０１５年は減少傾向である。T１２、T4型は、１９９２
年から高い分離率であったが２０１５年は両型とも１０％
を割っている。T1型の分離率も４～５年の周期で増
減を繰り返す傾向がみられるが、ここ数年は低く
なっている。

２ 劇症型溶血性レンサ球菌感染症報告

２０１５年に九州地区各県より報告のあった劇症型溶
血性レンサ球菌感染症について表６に示した。九州

＊１大分県環境保全課，＊２佐賀県衛生薬業センター，
＊３沖縄県衛生環境研究所
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地区においては、１０症例の患者発生報告があり、福
岡県、熊本県及び大分県が各３例、宮崎県が１例で
あった。患者の年齢は、小児は１例（３歳）のみで、
他は全て成人であり、５０歳以上が７割を占めた。男
女比は７：３であった。発症時期に季節的な偏在は
認められなかった。
Ａ群溶血レンサ球菌が分離されたのは７症例で、
Ｔ血清型の内訳は、T1型が３例、次いでTB３２６４型
が２例、残り２例はT4型とT１２型であった。全国集
計１８）でも、２０１５年はT1型とTB３２６４型で劇症型Ａ群
レンサ球菌感染症の６０％以上を占めている。九州地
区では、２０１１年にそれまで年間数例程度だったT1
型が１１例へ急増し、２０１２年も１０例あったが、その後、
２０１３年５例、２０１４年０例と減少傾向にあった。一方、
TB３２６４型も、２０１２年に突如７例報告されたが、２０１３
年以降は年間数例程に減少した。
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群・Ｔ型別 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 計 ％

Ａ群

Ｔ‐１ １ １ ２ ２ １ ２ １ １０ ８．１
Ｔ‐２ ０ ０．０
Ｔ‐３ １ ３ ２ ６ ４．９
Ｔ‐４ ２ １ ４ １ １ １ １０ ８．１
Ｔ‐６ ２ ３ ５ ２ ２ １ １ １６ １３．０
Ｔ‐８ ０ ０．０
Ｔ‐９ ０ ０．０
Ｔ‐１１ １ １ １ １ １ ５ ４．１
Ｔ‐１２ １ ２ ２ １ ３ ９ ７．３
Ｔ‐１３ １ １ ０．８
Ｔ‐１４／４９ ０ ０．０
Ｔ‐２２ ０ ０．０
Ｔ‐２３ ０ ０．０
Ｔ‐２５ ２ ２ １ ２ ２ ９ ７．３
Ｔ‐２８ １ ６ ２ １ １ １ ２ １４ １１．４
Ｔ‐Ｂ３２６４ １ ４ ２ ６ １ ２ ６ １ １ １ ５ ４ ３４ ２７．６
Ｔ‐５／２７／４４ ０ ０．０
型別不能 ５ １ １ １ １ ９ ７．３
Ｔ型別の計 １３ １６ １３ １５ １０ １０ １４ ４ ４ ２ １２ １０ １２３
（％） １０．６ １３．０ １０．６ １２．２ ８．１ ８．１ １１．４ ３．３ ３．３ １．６ ９．８ ８．１ １００．０
Ｂ群 ４ １ １ ６
Ｃ群 ０
Ｇ群 ０
合計 １３ １６ １７ １５ １１ １１ １４ ４ ４ ２ １２ １０ １２９

群・Ｔ型別 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 計 ％

Ａ群

Ｔ‐１ １ １ ２ ２．３
Ｔ‐２ ０ ０．０
Ｔ‐３ ３ ２ ５ ５．７
Ｔ‐４ １ ４ ５ ５．７
Ｔ‐６ １ ３ ５ ２ １ １２ １３．６
Ｔ‐８ ０ ０．０
Ｔ‐９ ０ ０．０
Ｔ‐１１ １ １ ２ ２．３
Ｔ‐１２ １ １ １ ３ ６ ６．８
Ｔ‐１３ ０ ０．０
Ｔ‐１４／４９ ０ ０．０
Ｔ‐２２ ０ ０．０
Ｔ‐２３ ０ ０．０
Ｔ‐２５ ２ ２ １ ２ ２ ９ １０．２
Ｔ‐２８ ６ １ １ １ １ ２ １２ １３．６
Ｔ‐Ｂ３２６４ ４ ２ ６ ２ ６ １ １ １ ５ ３ ３１ ３５．２
Ｔ‐５／２７／４４ ０ ０．０
型別不能 １ １ １ １ ４ ４．５
Ｔ型別の計 ３ １５ １１ １４ ３ ５ １２ ３ ４ １ ９ ８ ８８
（％） ３．４ １７．０ １２．５ １５．９ ３．４ ５．７ １３．６ ３．４ ４．５ １．１ １０．２ ９．１ １００．０
Ｂ群 ４ １ １ ６
Ｃ群 ０
Ｇ群 ０
合計 ３ １５ １５ １４ ４ ６ １２ ３ ４ １ ９ ８ ９４

表１ 九州地区：A群溶レン菌のT型別分布（2015年）

注）九州地区：佐賀県＋大分県＋沖縄県

表２ 大分県：溶レン菌分離株の群・A群T型別分布（2015年）
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群・Ｔ型別 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 計 ％

Ａ群

Ｔ‐１ ２ ２ １０．５
Ｔ‐２ ０ ０．０
Ｔ‐３ １ １ ５．３
Ｔ‐４ １ １ １ １ ４ ２１．１
Ｔ‐６ １ １ １ ３ １５．８
Ｔ‐８ ０ ０．０
Ｔ‐９ ０ ０．０
Ｔ‐１１ １ １ ２ １０．５
Ｔ‐１２ １ １ ５．３
Ｔ‐１３ １ １ ５．３
Ｔ‐１４／４９ ０ ０．０
Ｔ‐２２ ０ ０．０
Ｔ‐２３ ０ ０．０
Ｔ‐２５ ０ ０．０
Ｔ‐２８ １ １ ２ １０．５
Ｔ‐Ｂ３２６４ １ １ １ ３ １５．８
Ｔ‐５／２７／４４ ０ ０．０
型別不能 ０ ０．０
Ｔ型別の計 ４ １ ２ ０ ３ ２ ０ １ ０ １ ３ ２ １９
（％） ２１．１ ５．３ １０．５ ０．０ １５．８ １０．５ ０．０ ５．３ ０．０ ５．３ １５．８ １０．５ １００．０
Ｂ群 ０
Ｃ群 ０
Ｇ群 ０
合計 ４ １ ２ ０ ３ ２ ０ １ ０ １ ３ ２ １９

群・Ｔ型別 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 計 ％

Ａ群

Ｔ‐１ １ ２ ２ １ ６ ３７．５
Ｔ‐２ ０ ０．０
Ｔ‐３ ０ ０．０
Ｔ‐４ １ １ ６．３
Ｔ‐６ １ １ ６．３
Ｔ‐８ ０ ０．０
Ｔ‐９ ０ ０．０
Ｔ‐１１ １ １ ６．３
Ｔ‐１２ １ １ ２ １２．５
Ｔ‐１３ ０ ０．０
Ｔ‐１４／４９ ０ ０．０
Ｔ‐２２ ０ ０．０
Ｔ‐２３ ０ ０．０
Ｔ‐２５ ０ ０．０
Ｔ‐２８ ０ ０．０
Ｔ‐Ｂ３２６４ ０ ０．０
Ｔ‐５／２７／４４ ０ ０．０
型別不能 ５ ５ ３１．３
Ｔ型別の計 ６ ０ ０ １ ４ ３ ２ ０ ０ ０ ０ ０ １６
（％） ３７．５ ０．０ ０．０ ６．３ ２５．０ １８．８ １２．５ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ ０．０ １００．０
Ｂ群 ０
Ｃ群 ０
Ｇ群 ０
合計 ６ ０ ０ １ ４ ３ ２ ０ ０ ０ ０ ０ １６

表３ 佐賀県：溶レン菌の群・A群T型別分布（2015年）

表４ 沖縄県：溶レン菌の群・A群T型別分布（2015年）
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図１ 九州地区の推移（1992～2015)

図２ 大分県の推移（1992～2015)
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図３ 佐賀県の推移（1992～2015)

図４ 沖縄県の推移（1992～2015)

大分県衛生環境研究センター年報 第43号,67～74(2015)資料

７４



一ノ瀬 和也、百武 兼道＊、佐々木 麻里、成松 浩志

Trend of Bacterial Diarrhea Surveillance in Oita Prefecture, 2015

Kazuya Ichinose, Kanemichi Hyakutake, Mari Sasaki, Hiroshi Narimatsu

Key words：細菌性下痢症 bacterial diarrhea, サルモネラSalmonella , 大腸菌 E.coli

図１ 患者の男女別年齢構成(2015年)

大分県における細菌性下痢症サーベランスの動向 (2015年)

は じ め に

前回の報告１‐２０）に引き続き、大分県の主に小児に
おける細菌性散発下痢症の２０１５年の発生動向を報告
する。

材料及び方法

２０１５年１月から２０１５年１２月末までに、県内の医療
機関（小児科及び内科）において細菌性下痢症が疑
われた患者便および分離菌株について細菌学的検索
を実施した。検査方法の詳細は前報告１，１１）のとおり
である。腸管出血性大腸菌（EHEC）、毒素原性大
腸菌（ETEC）、腸管組織侵入性大腸菌（EIEC）、
腸管病原大腸菌（EPEC）および腸管凝集付着性大
腸菌（EAggEC）はPCR法２１‐２５）を用いて検索した。
ただし、EPECとEAggECについては病原因子が不
明（研究途上）であり、散発下痢症では確定診断が

困難であるため、他の下痢原性大腸菌のカテゴリー
の病原因子を保有せず、eae遺伝子を保有するのを
「EPEC（疑い）」、aggR遺伝子を保有するものを
「EAggEC（疑い）」として計上した。
なお、１検体から同一の菌種または血清型が分離
された場合は「１株」として集計し、１検体から複
数の菌種または血清型が分離された場合は、それぞ
れの菌種又は血清型ごとに「１株」として集計した。
また「検出率」とは検査検体数における菌検出検体
数（≒検出菌株数）の割合（％）で示した。

結果及び考察

１ 検査した患者の構成

検体数は延べ３４３検体で、男性１７４検体、女性１６６
検体、不明３検体（男女比１：１）であった。検査
した患者の男女別年齢分布を図１に示す。

＊環境保全課
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図２ 検出菌の内訳(2015年)

２ 下痢症起因菌の検出状況

３４３検体のうち５６検体（１６．３％）から５８株の下痢
症起因菌を検出した。検出菌の内訳は、サルモネラ
属菌が最も多く２６株（全菌株数の４４．８％）、次いで
EPEC・EAggEC（疑 い）１１株（同１９．０％）、黄 色
ブドウ球菌が８株（同１３．８％）、EHECが７株（同
１２．１％）、カンピロバクター及びエロモナス（A. hy-
dorohila １株， A. sobria1株）が各２株（同３．４％
）、ETEC及び腸炎ビブリオ（O４：K１２）が各１株
（同１．７％）であった（図２）。
カンピロバクターは、全てがC. jejuni であった。
複数菌同時検出例は２検体あり、その組合せは、
いずれもカンピロバクターと黄色ブドウ球菌であっ
た。

２．１サルモネラ属菌

サルモネラ属菌は３４３検体中２６検体（７．６％）から
１４種類の血清型が計２６株検出された。よく検出され
た血清型は、O4 : i : -が５株（全サルモネラ株の
１９．２％）と最多であり、次いでSchwarzengrund（O
4 : d : 1,7）が４株（同１５．４％）、Saintpaul（O4 : e,
h : 1,2）が３株（同１１．５％）、Enteritidis（O9 : g,m
: -）、Stanley（O4 : d : 1,2）及びMiyazaki（O9：1,7
: l,z13）が各２株（同７．７％）であった。
残 り８種 類 は、Montevideo（O7 : g,m,s : -）、
Thompson（O7 : k : 1,5）、Singapore（O7 : k : e,n,
x）、Rissen（O7 : f,g : -）、Vichow（O7 : r : 1,2）、
Colindale（O7 : r : 1,7）、Agona（O4 : f,g,s : -）、
O7 : r : -が各１株であった。
O4 : i : -については、１９８５年からの調査期間中、

２００８年にサルモネラ４７株中１株（２．１％）、２０１４年
に同３６株中の２株（５．６％）程度の検出であったが、
２０１５年は、２６株中５株（１９．２％）に増加した。
検出株数に占めるEnteritidisの割合は、２０１０年に
一時的に増加したものの、長期減少傾向が続いてい
る。今回のEnteritidis２株は、県内発生が疑われる
事例としては、２年ぶりの検出であった。
２．２下痢原性大腸菌

EPEC／EAggEC（疑い）は、４種類のＯ血清型
が計７株とOUTが４株検出された。
血清型の内訳は、Ｏ６３が３株、Ｏ８６ａが２株、Ｏ

１１１及びＯ１２７ａが各１株であった。
eaeを保有していたものは、Ｏ６３が２株、OUTが

３株、aggRを保有していたものは、Ｏ８６ａが２株、
Ｏ６３が１株、Ｏ１１１、Ｏ１２７ａ及びOUTが 各１株で
あった。
ETECは、２０１５年１０月に７３歳男性からＯ１５（ST）
が１株検出された。患者の海外渡航歴は不明であ
る。
EHECは、２０１５年４月に３１歳男性からＯ１５７（VT
1,VT2）、同年８月には２２歳男性、５２歳女性及び６
歳男性からＯ１５７（VT1,VT2）、５７歳女性からはＯ
１５７（VT2）、９月に４７歳女性からＯ１５７（VT1,VT2
）、１２月に６５歳女性からＯ２６（VT1）がそれぞれ検
出された。
なお、８月に検出された３件のＯ１５７（VT1,VT2
）は焼肉店の食中毒事件に関連していた。
EIECは検出されなかった。

２．３黄色ブドウ球菌

黄色ブドウ球菌８株の内訳は、エンテロトキシン
Ａ産生でコアグラーゼⅡ型、Ⅳ型及びⅦ型が各１
株、エンテロトキシンＣ産生でコアグラーゼⅢ型が
２株、エンテロトキシンＡ～Ｄ非産生でコアグラー
ゼⅤ型、Ⅶ型及び型別不能が各１株であった。

３ 年齢層別の菌検出状況

年齢別の菌の検出状況を表１に示す。サルモネラ
属菌は幅広い年齢層で検出された。
カンピロバクターは７～１４歳の年齢層で検出され
た。EPEC／EAggEC（疑い）は１～３９歳の年齢層
から検出された。ETECは７０歳代、EHECは４～６歳
と２０～６９歳の年齢層から検出された。黄色ブドウ球
菌は０才児及び７～１９歳から検出された。腸炎ビブ
リオは６０歳代、エロモナスは７～９歳及び８０歳以上の
年齢層から検出された。
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表１ 年齢層別の菌検出状況(2015年)

注）複数菌検出検体があるので、菌株数合計と検出検体数は一致しない。
EPEC等*：「EPEC疑い」および「腸管凝集付着性大腸菌(EAggEC)疑い」を計上した。

表２ 月別の菌検出状況(2015年)

注）複数菌検出検体があるので、菌株数合計と検出検体数は一致しない。
EPEC等*：「EPEC疑い」および「腸管凝集付着性大腸菌(EAggEC)疑い」を計上した。

４ 季節別の検出状況

月別の菌検出状況を表２に示す。前回までの報
告１‐２０）と同様に全体的には夏季の検出数が多かった

が、冬季においてもカンピロバクター等が検出され
ており、注意喚起の必要がある。
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佐々木 麻里、一ノ瀬 和也、百武 兼道＊、本田 顕子、成松 浩志

Microbiological Examination of Foods,２０１５

Mari Sasaki, Kazuya Ichinose, Kanemichi Hyakutake*, Akiko Honda, Hiroshi Narimatsu

Key words：微生物学的検査 microbiological examination，食品 foods

食品の微生物学的検査成績について（２０１５年度）

は じ め に

大分県では、食中毒の発生防止対策、流通食品の
汚染状況の把握および汚染食品の排除を目的とし、
大分県食品衛生監視指導計画に基づき、市販食品の
収去検査を実施している。２０１５年度は、県産・輸入
食肉、加工食肉、非加熱食肉製品等、県産鶏卵、県
産ミネラルウォーター、県産養殖魚介類、輸入養殖
魚介類および二枚貝の計１４０件について、食中毒起
因菌や汚染指標細菌、残留抗生物質、ノロウイルス
などの項目について検査を実施した。

材料および方法

１ 材料

２０１５年４月から２０１６年３月にかけて、県下５ブ
ロックの食品衛生監視機動班が収去・搬入した県産
食肉３１検体、輸入食肉１９検体、加工食肉１５検体、非
加熱食肉製品等リステリア・モノサイトゲネスの増
殖が起きる可能性のあるReady-To-Eat食品（喫食前
に加熱を要さない調理済み食品）５検体（非加熱食
肉製品３、ナチュラルチーズ１、生鮮カット野菜
１）、県産鶏卵１０検体、県産ミネラルウォーター２０
検体、県産養殖魚介類１０検体、輸入養殖魚介類２０検
体および二枚貝１０検体について検査した（表１）。

２ 検査項目

検査項目は、食中毒起因細菌（病原大腸菌、黄色
ブドウ球菌、サルモネラ属菌、カンピロバクター、
リステリア・モノサイトゲネス、腸炎ビブリオ）、
レジオネラ属菌、汚染指標細菌（一般細菌数、大腸
菌群・大腸菌）、抗生物質およびノロウイルスにつ

いて検査を行った。

３ 検査方法

各項目の検査方法は、規格基準の定められた食品
は公定法（食品衛生法および関連法規）に従って実
施し、それ以外の食品については、大分県検査実施
標準作業書に基づいて実施した。
検査法の詳細は既報のとおり６）であるが、平成２６
年１１月２０日付け厚生労働省医薬食品局食品安全部監
視安全課長通知「腸管出血性大腸菌Ｏ２６、Ｏ１０３、
Ｏ１１１、Ｏ１２１、Ｏ１４５及びＯ１５７の検査法について」
に基づいて、２０１５年度から病原大腸菌のうち腸管出
血性大腸菌についての検査法を見直し、腸管出血性
大腸菌以外の病原大腸菌の検査法と併せて変更し
た。即ち、試料原液２５mlに２倍濃度のmEC２５mlを
加え３６±１℃で２０±２時間培養後、その培養液を用
いて、毒素原性大腸菌の易熱性・耐熱性毒素遺伝
子、腸管侵襲性大腸菌の組織侵入性遺伝子をコンベ
ンショナルPCR法にて検索し、PCRが陽性の場合は
当該由来の増菌培養液について分離培養した。ベロ
毒素遺伝子については同培養液からリアルタイム
PCR法でスクリーニングし、ベロ毒素遺伝子陽性の
場合には当該由来の増菌培養液について分離培養す
ると共に、さらに６種類のＯ血清群遺伝子について
リアルタイムPCR法でスクリーニングを実施し、い
ずれかのＯ血清群遺伝子が陽性の場合は当該血清群
の免疫磁気ビーズを用いて当該由来の増菌培養液か
ら集菌し、分離培養した。
リステリア・モノサイトゲネスの検査法について
は、平成２６年１１月２８日付け厚生労働省医薬食品局食
品安全部長通知「リステリア・モノサイトゲネスの
検査について」に基づいて実施した。

＊環境保全課
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結 果

１４０検体中１６検体（１１％）について、食中毒起因
菌等の検出や汚染指標菌が示す不良な衛生状態が認
められた（表１）。
県産食肉３１検体中６検体から食中毒起因菌が検出
された。内訳は、鶏肉３検体及び鹿肉１検体から黄
色ブドウ球菌、鶏肉１検体からサルモネラ属菌、鶏
肉１検体からカンピロバクターが検出された。豚肉
及び牛肉からはいずれの菌も検出されなかった。
輸入食肉１９検体中、鶏肉、豚肉、牛肉各１検体か
ら黄色ブドウ球菌が検出された。このうち同じ食肉
販売施設から同じ日に収去された豚肉と牛肉から同
じコアグラーゼⅢ型・エンテロトキシンＣ産生性の
メチシリン耐性黄色ブドウ球菌（MRSA）がそれぞ
れ検出された。鶏肉１検体からサルモネラ属菌が検
出された。病原大腸菌、カンピロバクターは検出さ
れなかった。
なお、抗生物質はいずれの食肉からも不検出で
あった。
加工食肉１５検体については、豚ミンチ２検体及び
牛ミンチ１検体から黄色ブドウ球菌が検出された。
非加熱食肉製品等については、予備定量試験及び
定性試験においてリステリア・モノサイトゲネスは
検出されなかった。
県産鶏卵１０検体からサルモネラ属菌及び抗生物質
は不検出であった。
県産ミネラルウォーター２０検体では、大腸菌群、
レジオネラ属菌は共に不検出であった。食品衛生法
のミネラルウォーターの製造基準で原水の基準と
なっている一般細菌数１０２/mlを超えるものが１検体
あり、その菌数は１０４オーダーであった。
県産養殖魚介類１０検体及び輸入養殖魚介類２０検体
からは、抗生物質は検出されなかった。
二枚貝（生カキ）１０検体中２検体からノロウイル

スＧⅡ遺伝子が検出された。いずれも加熱用であっ
た。生食用殻付きカキ３検体及び生食用むき身カキ
２検体はいずれも成分規格に適合していた。

考 察

これまでの成績１‐９）と同様に今回の調査において
も、鶏肉から黄色ブドウ球菌、サルモネラ属菌、カ
ンピロバクターが検出され、３９％（７／１８）の検体
が何らかの食中毒起因菌に汚染されていた。特にカ
ンピロバクターは、近年、細菌性食中毒の発生件数
としては最多の病因物質となっており１０）、鶏肉の不

十分な加熱は食中毒のリスクが高いことが示唆され
る。同一施設で収去された食肉から、肉の種類・原
産国が異なるにも関わらず、コアグラーゼ型及びエ
ンテロトキシン型が一致するMRSAが検出された。
被収去施設を管轄する保健所において施設の拭き取
り検査を実施したところ、複数の拭き取り検体から
同一コアグラーゼ型・エンテロトキシン型のMRSA
が検出された（データ非公表）ことから、営業施設
内で二次汚染が生じていることが強く疑われた。ま
た、ミンチ等の加工食肉から食中毒起因菌が検出さ
れていることからも、食肉を取り扱う営業者や消費
者に対し、十分な加熱の必要性と二次汚染への注意
を払うことをさらに啓発すべきと考える。
ミネラルウォーターについては、食品衛生法の規
格基準には製品の一般細菌数の基準はないものの、
原水の基準（１０２/ml以下）を超えることは、製造工
程上の殺菌不良等の可能性があるので、製造業者に
対する指導が必要と考える。これまでの成績１‐８）によ
ると原水の基準を超えた細菌数が認められたミネラ
ルウォーターは、２００７年度以降２０％前後で推移して
いたが、２０１２年度は３０％（６／２０）、２０１３年度は３５％
（７／２０）と増加傾向であった。２０１４年度からは減
少に転じたものの、依然として菌数のオーダーが高
い検体があり、県内の清涼飲料水製造業者に対し、
さらなる指導が望まれる。
ノロウイルスが検出された二枚貝は全て加熱用の
カキであった。２０１５年度に県内で焼きガキが原因と
推定される食中毒が発生しており、不十分な加熱が
ノロウイルス食中毒につながる危険性が示唆され
る。食中毒予防のためには、カキの中心部までよく
加熱してから喫食することが必要である。
以上のように、流通する食品の微生物汚染を早期
に探知することで、食中毒の未然防止や食品の安全
確保が図られ、衛生行政に貢献できると考える。
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表１ 食品の微生物学的検査成績

注１）コアグラーゼ型とエンテロトキシン産生性の分布は表 2に示す。
注２）S.Schwarzengrund(O4 : d : 1,7)
注３）Campylobacter jejuni
注４）S.Minnesota(O21 : b : e,n,x)
注５）食品衛生法によるミネラルウォーターの原水の基準（100／ml以下）を超えたものを検出件数としている。
注６）ノロウイルスGⅡ遺伝子検出。

田中幸代、加藤聖紀、小河正雄：食品の微生物
学的検査成績について（２０１２年度），大分県衛
生環境研究センター年報，４０，８８‐９０（２０１２）

４）佐々木麻里、成松浩志、緒方喜久代、田中幸代、
加藤聖紀、小河正雄：食品の微生物学的検査成
績について（２０１１年度），大分県衛生環境研究
センター年報，３９，１２４‐１２６ （２０１１）

５）成松浩志、若松正人、緒方喜久代、小河正雄：
食品の微生物学的検査成績について（２０１０年
度）， 大分県衛生環境研究センター年報，３８，９２
‐９４ （２０１０）

６）若松正人、成松浩志、緒方喜久代、小河正雄：
食品の微生物学的検査成績について（２００９年
度）， 大分県衛生環境研究センター年報，３７，５５
‐５９ （２００９）

７）若松正人、成松浩志、緒方喜久代、小河正雄：

食品の微生物学的検査成績について（２００８年
度）， 大分県衛生環境研究センター年報，３６，６１
‐６５ （２００８）

８）若松正人、成松浩志、緒方喜久代、長岡健朗、
小河正雄：食品の微生物学的検査成績について
（２００７年度）， 大分県衛生環境研究センター
年報，３５，４７‐７８ （２００７）

９）緒方喜久代、小河正雄、長岡健朗、長谷川昭生：
食品の微生物学的検査成績について（２００６年
度）， 大分県衛生環境研究センター年報，３４，６５
‐６９ （２００６）

１０）厚生労働省：食中毒統計資料，
http : / /www.mhlw. go. jp / stf / seisakunitsuite /
bunya / kenkou _ iryou / shokuhin / syokuchu / 04.
html，

大分県衛生環境研究センター年報 第43号,79～82(2015)資料

８１



エンテロ
トキシン型

コアグラーゼ型
ｎ Ⅱ Ⅲ Ⅴ Ⅵ Ⅷ UT

Ｃ
Ａ‐Ｄ非産生

２ ２（２）
８ ２（１） ２＊ １ １ １ １＊

計 １０ ２ ４ １ １ １ １

表２ 黄色ブドウ球菌のコアグラーゼ型とエンテロトキシン産生性

( )内は、輸入食肉分再掲、*は加工食肉由来を示す。
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Report on Isolation of Viruses in Oita Prefecture, 2015
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感染症発生動向調査からみたウイルスの流行状況（2015年）

は じ め に

大分県では、感染症の予防及び感染症の患者に対
する医療に関する法律に基づく感染症発生動向調査
事業で､ウイルスの検索及びその動態について調査
を行っている。２０１５年の調査結果について報告す
る。

材料及び方法

ウイルス検索の材料は、大分県内の検査定点等の
医療機関から提出された鼻腔・咽頭ぬぐい液、糞
便、髄液、血液、尿、皮膚病巣及び胸水を対象とし
た。
ライノウイルス、パレコウイルス、パラインフル
エンザウイルス、RSウイルス、ヒトメタニューモ
ウイルス、ヒトボカウイルス、ヘルペスウイルス属
及び一部のエンテロウイルス属については、臨床診
断名をもとに臨床検体から直接に核酸を抽出して、
推定される各ウイルス遺伝子を標的としたPCR法１
），２），３）で遺伝子を増幅し、得られた増幅産物の
塩基配列をダイレクトシークエンス法で決定した
後、DNA Data Bank of Japan (DDBJ) のBasic Local
Alignment Search Tool (BLAST) を用いて既知の
データベースの中から相同性検査を実施し、ハイス
コアを示した配列のウイルスをもって同定した。ノ
ロウイルス及びサポウイルスの検出には、リアルタ
イムPCR法を用い、各遺伝子型はRT-PCR法及びダ
イレクトシークエンス法で同定した。
ウイルス分離にはHEp-2、RD-18s、Caco-2、MARC
145、Vero9013、VeroE6、MDCK、LLC-MK2の８
種の細胞を使用し、細胞変性効果を指標に３代まで
継代培養を行った。分離ウイルスの同定には、抗血

清のあるものについては中和試験を実施し、抗血清
のないものについては、培養上清を臨床検体と同様
にPCR法及びダイレクトシークエンス法で遺伝子配
列を決定した後、BLASTにて相同性検索を行った。
ウイルス遺伝子の塩基配列の分子系統樹の作成
は、近隣結合法を用いた。
Ａ群ロタウイルスの検出にはラピッドテスタロ
タ・アデノ(積水メディカル株式会社)を使用した｡
日本紅斑熱リケッチア及びつつが虫病リケッチア
の検出には、間接蛍光抗体法によるIgG抗体及びIgM
抗体の定量と血液の遺伝子検査を行った。

結果及び考察

２０１５年は県内の１５医療機関から４７９検体の検査依
頼があった。疾患別にみると発疹症が９１検体と最も
多く、次いで感染性胃腸炎が７０検体、無菌性髄膜炎
が３８検体であった。
検出した病原体は、２２８件（１検体につき複数検
出したものを含む）、検出率は４５．９％であった。多
く検出されたウイルスは、エコーウイルス１８型、ラ
イノウイルス、コクサッキーウイルスＡ６型、イン
フルエンザウイルスAH3及びノロウイルスＧⅡで
あった（表１）。
感染性胃腸炎では２７件のウイルスが検出された。

ノロウイルスＧⅡが最も多く１１件で、その遺伝子型
の内訳はＧⅡ．３が７件、ＧⅡ．４（２０１２変異株）、Ｇ
Ⅱ．６、ＧⅡ．１４及び遺伝子型別不能が各１件であっ
た。次いで多かったのがＡ群ロタウイルスの６件、
他にノロウイルスＧⅠが４件（ＧⅠ．３が３件、ＧⅠ
．２が１件）、アデノウイルスが２件、サポウイルス
ＧⅠ／１が２件、エンテロウイルス属ではエコーウ
イルス１８型とライノウイルスが各１件であった。
インフルエンザ様疾患では、AH3型が１月から＊１大分県立病院
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６月にかけて１６件、１２月に１件検出された。AH1pdm
０９は１月及び７月に各１件検出された。B型は１月
から５月にかけて５件検出された。
手足口病では、コクサッキーウイルスA6型が７
月から１１月にかけて１６件検出された。
ヘルパンギーナでは、コクサッキーウイルスA2
型が７月に１件、コクサッキーウイルスＡ１０型が１１
月に１件検出された。
咽頭結膜熱では、１１月にライノウイルスが１件検
出された。
無菌性髄膜炎では、エコーウイルス１８型が５月か
ら９月にかけて２０件（検出され、４月にサイトメガ
ロウイルスが１件検出された（表２）。
２０１５年はエコーウイルス１８型の流行があり、３９件
（３５名）から検出した。検出された時期は、７月か
ら９月をピークとして５月下旬から１１月初旬であっ
た。検体種別は髄液２０検体、咽頭ぬぐい液１４件、尿
１件、及び便４件であった。臨床診断別では、無菌
性髄膜炎１９名（うち５～９歳１３名）、発疹症１２名
（うち０～４歳１１名）、脳炎１名、新生児発熱１名、
乳児発熱１名及び感染性胃腸炎１名であり、年齢に
よって病態が異なる傾向がみられた。
今回得られたエコーウイルス１８型の株のうち遺伝

子解析可能であった３３株と、これまで国内外で報告
されている株のＶＰ１部分配列の分子系統樹を作成
したところ、今回の流行株は、Metcalf（参照株）
と約９０％一致した。ＤＤＢＪに登録されている国内
分離株で最も類似していたものは、３２株が２００４年福
岡株、１株が２０１５年の沖縄株であった。
大分県では２００６年６月にエコーウイルス１８型の小
学生の集団発生、２００８年８月にエコーウイルス３０型
の高校生の集団発生、２０１３年６月から７月にエコー
ウイルス３０型の地域流行と数年の間隔で流行があ
る。今後もその動向を注視していくことが必要と考
える。
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検出病原体 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月 １１月 １２月 計
Coxsackievirus A2 １ １
Coxsackievirus A6 ２ ７ ９ ３ ３ ２４
Coxsackievirus A9 １ １ ３ ３ １ ９
Coxsackievirus A10 ２ １ ３
Coxsackievirus A16 １ １ ２
Echovirus3 １ １
Echovirus11 １ １
Echovirus18 ３ ３ １０ ９ ８ ５ １ ３９
Echovirus25 １ １ ２
Parechovirus 6 １ １
Enterovirus D68 ２ ２
Rhinovirus １ ３ ５ ４ ３ ７ １ ２ ８ ５ ３９
Influenza virus A H1 pdm09 １ １ ２
Influenza virus A H3 N unknown １０ ２ ３ １ １ １７
Influenza virus B ２ １ １ １ ５
Parainfluenza virus 1 １ １
Parainfluenza virus 3 １ １
Respiratory syncytial virus(RSV) １ １ １ ３
Human metapneumovirus １ １
Human bocavirus １ ２ ３
Rotavirus group A ２ １ ２ １ ６
Norovirus genogroup I ３ １ ４
Norovirus genogroup II ２ １ ２ ３ ３ １１
Sapovirus １ １ ２
Adenovirus 1 １ １ ２
Adenovirus 2 １ １ ２
Adenovirus 5 １ １
Adenovirus 6 ４ ４
Adenovirus 41 １ ２ ３
Herpes simplex virus 1 １ １ ２
Varicella-zoster virus(VZV) ２ １ ３
Cytomegalovirus(CMV) １ ２ １ １ １ ２ ８
Human herpes virus6(HHV-6) １ １ １ １ ２ １ ７
Human herpes virus7(HHV-7) １ １ ２ １ １ ６
Epstein-Barr virus(EBV) １ １ ２
Hepatitis A virus(HAV) １ １ ２
Human Parvovirus B19 １ １
Severe fever with thrombocytopenia virus (SFTSV) １ １
Rickettsia japonica ２ ２ ４

合 計 ２０ １５ ７ １２ １３ １７ ３７ ２５ ２０ ２０ ２５ １７ ２２８

表１ 平成２７年 ウイルス・リケッチアの月別検出状況

（複数検出を含む）
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臨床診断名 病原体名 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月 合計

水痘 Varicella-zoster virus(VZV) ２ １ ３
感染性胃腸炎 Echovirus18 １ １

Rhinovirus １ １
Rotavirus group A ２ １ ２ １ ６
Norovirus genogroup I ３ １ ４
Norovirus genogroup II ２ １ ２ ３ ３ １１
Sapovirus １ １ ２
Adenovirus 41 ２ ２

手足口病 Coxsackievirus A6 １ ６ ８ １ １６
伝染性紅斑 Human Parvovirus B19 １ １
ヘルパンギーナ Coxsackievirus A2 １ １

Coxsackievirus A10 １ １
インフルエンザ様疾患 Influenza virus A H1 pdm09 １ １ ２

Influenza virus A H3 N unknown １０ ２ ３ １ １ １７
Influenza virus B ２ １ １ １ ５
Human herpes virus7(HHV-7) １ １

MCLS Cytomegalovirus(CMV) １ １
咽頭結膜熱 Rhinovirus １ １
無菌性髄膜炎 Echovirus18 １ １ ７ ６ ５ ２０

Cytomegalovirus(CMV) １ １
脳炎 Echovirus18 ４ ４

Echovirus25 １ １
Rhinovirus １ １

（急性）脳症 Coxsackievirus A10 １ １
Rhinovirus ２ １ １ １ ５
Adenovirus 1 １ １
Adenovirus 6 ３ ３

A型肝炎 Hepatitis A virus(HAV) １ １ ２
不明熱 Coxsackievirus A16 １ １

Echovirus11 １ １
Echovirus18 １ １ ２
Rhinovirus １ １ １ ３
Human herpes virus7(HHV-7) １ １

かぜ症候群 Echovirus3 １ １
Rhinovirus １ １ １ １ ３ １ １ ９
Parainfluenza virus 1 １ １
Adenovirus 1 １ １
Herpes simplex virus 1 １ １
Human herpes virus6(HHV-6) １ １
Epstein-Barr virus(EBV) １ １

気管支炎 Rhinovirus １ １ １ ２ １ ６
Respiratory syncytial virus(RSV) １ １
Cytomegalovirus(CMV) １ １ １ １ ４

表２ 平成２７年 臨床診断名別ウイルス・リケッチア検出状況
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臨床診断名 病原体名 １月 ２月 ３月 ４月 ５月 ６月 ７月 ８月 ９月 １０月１１月１２月 合計

肺炎 Coxsackievirus A9 １ １
Enterovirus D68 １ １
Rhinovirus １ １ １ ３
Parainfluenza virus 3 １ １
Respiratory syncytial virus(RSV) １ １ ２
Human metapneumovirus １ １
Human bocavirus １ １

発疹症 Coxsackievirus A6 １ １ １ ３ ２ ８
Coxsackievirus A9 １ １ ２ ３ １ ８
Coxsackievirus A16 １ １
Echovirus18 ２ ２ ３ ３ ２ １２
Echovirus25 １ １
Parechovirus 6 １ １
Enterovirus D68 １ １
Rhinovirus ２ ３ ２ ２ ９
Adenovirus 2 １ １
Adenovirus 5 １ １
Adenovirus 6 １ １
Cytomegalovirus(CMV) １ １
Human herpes virus6(HHV-6) １ １ １ ２ ５
Human herpes virus7(HHV-7) １ ２ １ ４

腸重積症 Adenovirus 41 １ １
ギランバレー症候群 Human herpes virus6(HHV-6) １ １
熱性けいれん Coxsackievirus A10 １ １

Rhinovirus １ １
Adenovirus 2 １ １

単純ヘルペス Herpes simplex virus 1 １ １
重症熱性血小板減少症候群 Severe fever with thrombocytopenia virus (SFTSV) １ １
日本紅斑熱 Rickettsia japonica ２ ２ ４
伝染性単核球症 Epstein-Barr virus(EBV) １ １
その他（リンパ増殖性疾患） Human bocavirus ２ ２

（複数検出を含む）
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林 徹、森 弥生＊１、加藤 聖紀、本田 顕子、成松 浩志

Surveillance of Vaccine-preventable Diseases, 2015

Toru Hayashi, Yayoi Mori, Miki Kato, Akiko Honda, Hiroshi Narimatsu

Key words：流行予測調査 surveillance of vaccine-preventable diseases, 日本脳炎 Japanese encephalitis

採血月日 検査
頭数

ＨＩ抗体価 抗体陽性率
（％）

２ME感受性抗体
保有率（％）＜１０ １０ ２０ ４０ ８０ １６０ ３２０ ６４０≦

７月 ３日 １０ １０ ０ ０
７月１３日 １０ ７ ３ ３０ ０
７月２４日 １０ ７ ３ ３０ ０
８月 ３日 １０ ２ ７ １ ８０ ０
８月１７日 １０ ３ ４ ３ １００ ０
８月２８日 １０ １ １ ２ ２ ２ ２ １００ ６３
９月 ７日 １０ １ １ １ ３ ４ ９０ ３８
９月１８日 １０ １ １ １ ３ ４ ９０ ０

表１ と畜場出荷豚の日本脳炎HI抗体保有状況

感染症流行予測調査について（2015年度）

は じ め に

２０１５年度の厚生労働省委託による感染症流行予測
事業として、大分県内の日本脳炎感染源調査を行っ
たので、その概要を報告する。

材料及び方法

２０１５年度感染症流行予測調査実施要領に従い、国
東市で飼育され、と畜場へ出荷されたブタの血液を
採取し、検査材料とした。検査方法は感染症流行予
測調査事業検査術式（２００２年６月）に従った。

結果及び考察

２０１５年７月上旬から９月中旬まで約１０日毎に１０頭
ずつ、計８０頭の日本脳炎ＨＩ抗体を測定した（表１）。
最初にＨＩ抗体保有ブタが確認されたのは７月１３日
で、前年より５４日早く（図１）、最近１０年間の平均（７
月２２日）より１０日早かった。また、日本脳炎汚染地
区の判定基準であるＨＩ抗体保有率５０％を超えたの
は８月３日で、５０％を超えなかった２０１０年を除く最
近１０年間の平均（８月２２日）より１９日早かった。１００％
に達したのは８月１７日であった。採取した血液から
Vero９０１３細胞を用いて日本脳炎ウイルスの分離を試

みたところ、８月１７日採取分から１株、８月２８日採
取分から２株、９月７日採取分から１株が分離され
た。
日本脳炎ウイルスの感染初期であることを示すと
考えられる２ＭＥ感受性抗体保有率については、８
月中旬までは０％であったが８月下旬に６３％、９月
上旬に３８％となった。このことから、８月中旬から
下旬にかけてブタの間での感染が急激に拡大したと
推測される。
県内の気候は６月から７月下旬にかけては降雨量
が多く、気温も平年より低かったが、８月上旬は晴
れの日が多く、雨も少なかった。日本脳炎ウイルス
を媒介するコガタアカイエカの生育に適する高温少
雨の気候となったことで、ＨＩ抗体保有率が上昇し
たものと考えられる。
２０１５年度は県内で患者の届出はなかった。しか
し、本調査でブタの血清から抗体が検出されている
ことから、県内でも日本脳炎ウイルスに感染する可
能性がある。ワクチン接種前の小児や、ワクチン接
種の機会を逃した可能性のある平成７～１８年度に生
まれた世代については特に注意が必要である。

＊１ 大分県立病院
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図１ 各年の豚血清中HI抗体陽性率の推移（2011年～2015年）
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伊東 矢顕、岡本 英子、伊東 達也

Ion Components of Rainwater in Oita Prefecture,2015

Naoaki Ito, Eiko Okamoto，Tatsuya Ito

Key words：雨水 rainwater，酸性降下物 acid deposition，水素イオン濃度 pH

大分県における雨水成分調査（2015年度）

は じ め に

当センターでは、雨水の化学的性状を把握し酸性
雨発生機構解明の基礎資料を得るため、１９８５年度か
ら継続して雨水成分調査を行っている１）‐２９）。今回は、
県内の３箇所で行っているろ過式採取法による調査
について、２０１５年度の降水量、pH、イオン成分濃
度及び沈着量の状況とそれらの推移などを報告す
る。

調 査 方 法

１ 調査期間

２０１５年３月３０日～２０１６年４月４日

２ 調査地点

調査地点は次の３地点とした。
①大分市：大分市高江西２‐８

大分県衛生環境研究センター
北緯３３゚ ０９′ 東経１３１゚ ３６′
標高約９０ｍ

大分市は、約４７万人の人口を抱える県下随一の都
市である。北部には臨海工業地帯（当センターから
北北東に約１４km）があり、鉄鋼や石油化学等の工場
が立地している。
当センターは、市の中心から南約１０kmに位置し
ている。周囲は閑静な住宅地域である。

②日田市：日田市大字有田字佐寺原
大分県農林水産研究指導センター
林業研究部
北緯３３゚ ２０′ 東経１３０゚ ５７′
標高約１６０ｍ

日田市は、周囲を標高１，０００ｍ級の山々に囲まれ
た盆地に開けた都市である。市の北西約５０kmに福

岡市があり、南南東約５０kmには阿蘇山が座してい
る。
当研究部は、市の中心から２kmほど離れた山間

部に位置している。周囲は山林に囲まれ、大きなば
い煙の発生源はない。

③久住町：竹田市久住町大字久住平木
国設大分久住酸性雨測定所
北緯３３゚ ０２′ 東経１３１゚ １５′
標高約８００ｍ

久住町は、九州のほぼ中央部に位置し、北部一帯
は久住山を中心とするくじゅう火山群が占め、南に
久住高原が広がっている。久住山の北西斜面には硫
黄山があり、少量の火山性ガスを噴出している。
当測定所は久住山の南麓にあり、周囲には牧草地
帯が広がり、キャンプ場などの保養施設がある。約
３０ｍ南方に国道４４２号が通っているが、交通量はあ
まり多くない。

３ 試料採取方法及び分析方法

試料の採取は、ろ過式採取装置により原則月曜日
に１週間ごとの雨水を採取する方法を用いた。ただ
し、久住町では２週間ごとに採取した。
試料の分析は、湿性沈着モニタリング手引き書３０）

に準じて、次のとおり行った。
測定項目のうち、pH及び電気伝導率は、pH計及
び電気伝導率計により測定した。雨水中のイオン成
分濃度については、イオンクロマトグラフ計により
測定した。測定したイオン成分は、塩化物イオン
（以下「Cl‐」という）、硝酸イオン（以下「NO３‐」
という）、硫酸イオン（以下「SO４２‐」という）、
アンモニウムイオン（以下「NH４＋」という）、ナ
トリウムイオン（以下「Na＋」という）、カリウム
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イオン（以下「Ｋ＋」という）、カルシウムイオン
（以下「Ca２＋」という）及びマグネシウムイオン
（以下「Mg２＋」という）の８成分である。

調 査 結 果

以下に、２０１５年度の状況を示す。
pH及びイオン成分当量濃度の月平均値及び年平均
値は、降水量加重平均値とした。降水量加重平均値
とは、測定値を単純に平均したものではなく、降水
量で重み付けした平均値のことであり、以下の計算
式により算出した３１）。
降水量加重平均値（pH）

＝‐log｛Σ（１０－pHi×Qi）｝/ΣQi
＝‐log（合計H＋量）/合計降水量

pHi：各測定時のpH ,Qi：各測定時の降水量

降水量加重平均値（成分濃度）
＝｛Σ（Ci×Qi）｝/ΣQi
＝合計成分量/合計降水量

Ci：各測定時の成分濃度，Qi：各測定時の降水量

１ 降水量について

降水量（mm）は、捕集試料量（mL）と捕集面積
（cm２）により算出した。
２０１５年度の降水量は、それぞれ、大分市１，７８１
mm、日田市１，９４４mm、久住町２，２６４mmであった。
また、１９８９～２０１５年度の年平均降水量は、大分市
１，７３５mm、日田市１，６５２mm、久住町１，９２０mm（１９９４
～２０１５年度）であった（表１-１～３）。
前年度と比較して、大分市で１９２mmの減少、日

田市で３４９mm、久住町で９５mmの増加であった。年
平均降水量と比較すると、大分市は平年並みであ
り、日田市及び久住町では３００mm程度多かった。

２ pHについて

２０１５年度のpHの年平均値は、それぞれ、大分市
が４．６３、日田市が４．７３、久住町が４．６４であった。ま
た、１９８９～２０１５年度における降水量加重平均値は、
大分市が４．６０、日田市が４．７１、久住町が４．６９（１９９４
～２０１５年度）であった（表１-１～３）。
２０１０年度以降の過去５年間で見ると、大分市では
横ばいである。日田市では、２０１１年度以降一時期低
下したものの、横ばいである。久住町では、調査開
始後最低値を観測した２０１４年度に比べ、０．２８上昇し
たものの横ばいである。また、３調査地点とも、降

水量加重平均値との比較では、同程度であった。
１週間降雨（久住町は２週間）の測定値によるpH
の分布状況を図１に示す。
大分市では、４．４～４．６の範囲の雨水が最も多く、

４．４～４．６を中心になだらかな分布となり、＞６．０の
雨水が観測された。
日田市では、４．８～５．０の範囲の雨水が最も多く、
大分市と同様、３．８～＞６．０の広い範囲での分布と
なった。
久住町では、４．４～４．６及び４．６～４．８の範囲の雨水
が最も多く、他地点と比較して４．２～５．４の狭い範囲
での分布を示した。また、昨年度と比較して、＜３．８
～４．２の低い値の雨水は観測されなかった。

３ イオン成分当量濃度について

地点別のイオン成分当量濃度を表２に示す。
表２及び表３における非海塩成分（nss- : non-sea
-salt）とは、各成分の測定値から海塩由来成分量を
差し引いた値である。海塩由来成分は、雨水に含ま
れるNa＋をすべて海塩由来であるとし、かつ海塩由
来の成分濃度の比率は海洋から大気（雲）を経て雨水
中に取り込まれるまで変化しないと仮定して、Na＋

を基準に算出する３０）。雨水中には、海水中のSO４２‐

やCa２＋などが含まれるため、人為的起源による沈着
量を把握するには、海塩成分を考慮する必要があ
る。
雨水中の酸性成分として、SO４２‐及びNO３‐が挙げ
られる。
年間平均SO４２‐当量濃度は、それぞれ、大分市が

３１．７µeq/l、日田市が３０．２µeq/l、久住町が３０．３µeq/lで
あり、大分市でもっとも高濃度であった。
年間平均NO３‐当量濃度は、それぞれ、大分市が

１４．９µeq/l、日田市が８．９µeq/l、久住町が９．１µeq/lで
あり、大分市でもっとも高濃度であった。
雨水中の塩基性成分としては、NH４＋及びCa２＋が
挙げられる。
年間平均NH４＋当量濃度は、それぞれ、大分市が

１１．０µeq/l、日田市が４．５µeq/l、久住町が１１．２µeq/lで
あり、久住町でもっとも高濃度であった。
年間平均Ca２＋当量濃度は、それぞれ、大分市が７．９
µeq/l、日田市が１１．６µeq/l、久住町が５．２µeq/lであ
り、日田市でもっとも高濃度であった。
イオン成分当量濃度の季節変動を図２に示す。
降水量は例年と同様に、初夏に多く、冬期に少な
かった。降水量が少ない期間は多い期間と比較し
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て、イオン成分が高濃度になりやすいため、久住町
の８月を除き、各成分とも夏季に比べ、冬季が高い
傾向にあった。

４ イオン成分沈着量について

地点別のイオン成分沈着量を表３及び図３に示
す。
沈着量（meq/m2）は、イオン成分濃度（µeq/l）と降
水量（mm）により算出した。
年間のSO４２‐沈着量は、それぞれ、大分市５６．４meq

/m2、日田市５８．６meq/m2、久住町６８．７meq/m2であ
り、久住町で最大であった。
年間のNO３‐沈着量は、それぞれ、大分市２６．５meq

/m2、日田市１７．２meq/m2、久住町２０．６meq/m2であ
り、大分市で最大であった。
年間のNH４＋沈着量は、それぞれ、大分市１９．６meq

/m2、日田市８．８meq/m2、久住町25.5 meq/m2であり、
久住町で最大であった。
年間のCa2+沈着量は、それぞれ大分市１４．１meq/

m2、日田市２２．６meq/m2、久住町１１．８meq/m2であり、
日田市で最大であった。
年間の総沈着量について、３地点とも、２０１５年度
を含む直近５年間での最小値を示し、総沈着量の傾
向はほぼ横ばいであった。（図４）。

５ イオン成分沈着量の経年変動について

イオン成分の沈着量の経年変動を図５に示す。
前年度と比較して、大分市及び久住町ではSO４２‐

などの酸性成分の沈着量が減少したため、Ｈ＋も同
様に減少した。
イオン成分の沈着量は、沈着量＝成分濃度×降水
量として計算されるため、沈着量の増減は降水量に
影響される。そのため、沈着量のみで降水中の大気
成分の経年変動を評価することは難しい。そこで、
降水量の変動を加味した沈着量の年変化率（%・
year‐１）について検討した３１）、３２）。
ま ず、SO４２‐、NO３‐、NH４＋、Ca２＋及 びＨ＋の２００６
年度から２０１５年度の１０年分の年間集計値について、
年度をｘ軸、各イオン成分の沈着量をｙ軸とする回
帰直線を作成し、「（回帰直線の傾き／１０年間の平
均値）×１００」として、沈着量の年変化率を求めた。
降水量についても同様の操作を行い、沈着量の変化
率から降水量の変化率を差し引いたものを「降水量
の変動を加味した沈着量の年変化率」とした（表４、
図６～１０）。

大分市では、すべての成分において、降水量の変
動を加味した沈着量の年変化率が減少傾向にあっ
た。
日田市では、Ｈ＋を除くすべての成分において、
降水量の変動を加味した沈着量の年変化率が減少傾
向にあり、特に塩基性成分であるNH４＋の減少傾向
が顕著であった。
久住町では、SO４２‐及びＨ＋成分において、降水量

の変動を加味した沈着量の年変化率が増加傾向を示
した。その他の成分は減少傾向にあった。

お わ り に

本調査（ろ過式）は、２０１５年度をもって、終了する
こととなりました。
本調査の実施にあたり、試料採取並びにpH及び
ECの測定にご協力いただいた大分県農林水産研究
指導センター林業研究部の職員に深謝致します。
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地点 年度 雨水pH 試料数 降雨量
㎜ 備 考平均値注） 最大値 最小値

大分市

１９８９ ４．５０ ６．１７ ３．９４ ３１ （１５４３） １１，１２月採取不可
１９９０ ４．５７ ６．５６ ４．０８ ３８ １５０５
１９９１ ４．４２ ６．３１ ３．９２ ４２ ２０９６
１９９２ ４．５７ ６．４２ ３．８０ ３８ １２０８
１９９３ ４．７５ ５．８１ ３．９４ ４１ ２８４２
１９９４ ４．４７ ６．２０ ３．６８ ３４ １１５２
１９９５ ４．６８ ７．５９ ４．１５ ３３ １２５１
１９９６ ４．５９ ６．１１ ３．８４ ３７ １２１７
１９９７ ４．８１ ６．８１ ４．１６ ４３ １８０７
１９９８ ４．６４ ６．８４ ４．０１ ３７ １４５１
１９９９ ４．７２ ６．９８ ３．４４ ３８ １８３３
２０００ ４．６０ ７．１０ ４．１１ ３７ １３１３
２００１ ４．５５ ６．９１ ４．００ ４０ １４０４
２００２ ４．６０ ６．１６ ３．９０ ３３ １１４４
２００３ ４．５３ ６．９５ ３．９９ ４３ ２１２５
２００４ ４．６３ ６．３７ ３．９６ ４０ ２３２５
２００５ ４．６８ ６．４４ ３．７２ ３５ １６６２
２００６ ４．５８ ６．５１ ３．９２ ４０ １９６９
２００７ ４．６５ ６．４０ ４．１２ ３６ ２１２６
２００８ ４．５４ ６．１３ ３．９５ ４０ １７７８
２００９ ４．４９ ６．３８ ４．０６ ３８ １４１９
２０１０ ４．５８ ５．９２ ３．８９ ３８ １２２０
２０１１ ４．５７ ６．１６ ３．８２ ４０ （２４３２） ９／２０‐９／２６採取不可
２０１２ ４．５８ ５．８５ ３．７２ ４９ ２５０６
２０１３ ４．５７ ５．９２ ３．７８ ３８ １７７０
２０１４ ４．５７ ４．９０ ４．２１ ３９ １９７３
２０１５ ４．６３ ６．３１ ３．９３ ４０ １７８１
平均 ４．６０ ６．３８ ３．９３ ３８ １７３５

地点 年度 雨水pH 試料数 降雨量
㎜ 備 考平均値注） 最大値 最小値

日田市

１９８９ ４．４５ ４．９８ ３．９０ ４１ （１１３１） ５月から開始
１９９０ ４．５５ ６．０１ ３．７５ ４５ １１５６
１９９１ ４．５９ ７．０４ ４．００ ４４ １８８１
１９９２ ４．５１ ５．９９ ３．９５ ３９ １１７０
１９９３ ５．０６ ６．８４ ３．６９ ４２ ２４００
１９９４ ４．７６ ７．０６ ４．０３ ３４ ９００
１９９５ ４．７６ ８．２４ ３．９７ ３９ １８０５
１９９６ ４．５９ ５．７５ ４．３３ ４２ １５１２
１９９７ ４．９０ ６．７０ ４．０１ ３３ １９０６
１９９８ ４．６８ ６．２８ ４．１０ ４１ １４６１
１９９９ ４．８１ ６．５８ ３．９６ ３７ （１８１３） ２，３月採取不可
２０００ ４．８２ ７．０８ ４．００ ４３ １８７５
２００１ ４．６７ ７．３０ ３．５３ ４４ １８２２
２００２ ４．６１ ５．８９ ４．０４ ３４ １１５９
２００３ ４．６８ ６．５４ ３．７７ ４４ １９８８
２００４ ４．７３ ６．８８ ３．８８ ４８ ２１４３
２００５ ４．６７ ６．６２ ３．９７ ３９ １３２８
２００６ ４．６６ ６．１４ ３．８２ ４５ １７１７
２００７ ４．８０ ７．５０ ４．０９ ３８ １１１４
２００８ ４．７４ ６．７７ ４．１６ ４５ １４２８
２００９ ４．７７ ６．７０ ４．２０ ３３ １５６５
２０１０ ４．７５ ５．７３ ４．０５ ４３ １６２９ ４／７～７／１４水曜採取
２０１１ ４．８３ ６．２０ ３．５７ ４２ ２３１３
２０１２ ４．７５ ５．４０ ３．９２ ４８ ２１０７
２０１３ ４．６８ ６．３４ ３．９４ ４３ １７５５
２０１４ ４．６５ ５．１４ ４．２７ ４５ １５９５
２０１５ ４．７３ ６．０８ ３．８２ ４６ １９４４
平均 ４．７１ ６．４４ ３．９５ ４１ １６５２

地点 年度 雨水pH 試料数 降雨量
㎜ 備考平均値注） 最大値 最小値

久住町

１９９４ ４．５１ ５．６１ ３．９１ １８ （６６４） ５月から開始
１９９５ ４．７３ ６．２４ ４．１５ ２４ ２０００
１９９６ ４．８３ ６．９３ ４．３３ ２５ １７９９
１９９７ ５．００ ７．６３ ４．０５ ２６ ２５１８
１９９８ ４．８５ ６．２７ ４．１０ ２３ １６３２
１９９９ ４．８１ ７．２１ ３．９３ ２５ ２０３２
２０００ ４．７７ ７．１６ ４．２９ ２３ １８５２
２００１ ４．７０ ６．５８ ４．０７ ２６ １８１８
２００２ ４．６７ ６．７１ ４．１９ ２５ １６４７
２００３ ４．５６ ６．２４ ４．１７ ２４ ２４６０
２００４ ４．６５ ６．２１ ４．１２ ２６ １６６７
２００５ ４．６３ ５．９３ ３．８５ ２４ １４７８
２００６ ４．７３ ５．９１ ４．２５ ２４ ２０９６
２００７ ４．８４ ６．６２ ４．０５ ２６ （１５２２） ７／１８～８／１４採取不可
２００８ ４．６８ ５．９１ ４．１７ ２５ ２６４７
２００９ ４．６４ ５．４５ ３．９３ １９ （１４２３） ６／２２～７／２１採取不可
２０１０ ４．６２ ６．０４ ４．００ ２３ １７９６
２０１１ ４．６７ ５．４８ ４．０２ ２５ ２６１８
２０１２ ４．５９ ６．２６ ４．１９ ２７ ２１１０
２０１３ ４．６５ ５．１７ ３．９９ ２７ ２０２１
２０１４ ４．３７ ４．９２ ４．０１ ２８ ２１６９
２０１５ ４．６４ ５．３７ ４．２５ ２５ ２２６４
平均 ４．６９ ６．１８ ４．０９ ２４ １９２０

表１‐１ 雨水pHの経年変化（大分市）

注）降水量加重年平均値

表１‐２ 雨水pHの経年変化（日田市）

注）降水量加重年平均値

表１‐３ 雨水pHの経年変化（久住町）

注）降水量加重年平均値
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図１ ２０１５年度雨水のpH分布
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図２ イオン成分濃度の季節変動（成分別）
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図３ ２０１５年度 年間イオン成分沈着量（地点別）
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図４ イオン成分沈着量の経年変化(地点別）
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図５ イオン成分沈着量の経年変動（成分別）
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図６ SO４
２－の年間沈着量と降水量の経年変化
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図７ NO3-の年間沈着量と降水量の経年変化
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図８ NH4+の年間沈着量と降水量の経年変化
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図９ Ca2+の年間沈着量と降水量の経年変化
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図１０ H+の年間沈着量と降水量の経年変化
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表２ ２０１５年度月平均当量濃度

注）降雨量加重平均値
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表３ ２０１５年度月沈着量
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降水量 SO４２‐ NO３‐ NH４＋ Ca２＋ H＋

沈着量年平均
（meq/m2) 2066.6 (mm) 66.5 21.4 26.5 16.4 49.1

回帰直線の傾き 35.1 2.3 0.0 -0.2 0.0 4.1
沈着量年変化率
(%・year-1) 1.7 3.5 -0.2 -0.8 -0.2 8.3

降水量の変動を加味した
沈着量の年変化率
(%・year-1)

1.8 -1.9 -2.5 -1.9 6.6

降水量 SO４２‐ NO３‐ NH４＋ Ca２＋ H＋

沈着量年平均
（meq/m2) 1897.3 (mm) 67.7 28.7 21.6 20.7 49.6

回帰直線の傾き 10.1 -1.1 -1.1 -1.2 -1.2 0.0
沈着量年変化率
(%・year-1) 0.5 -1.6 -3.8 -5.7 -5.6 0.1

降水量の変動を加味した
沈着量の年変化率
(%・year-1)

-2.2 -4.3 -6.2 -6.2 -0.5

降水量 SO４２‐ NO３‐ NH４＋ Ca２＋ H＋

沈着量年平均
（meq/m2) 1716.7 (mm) 58.5 23.4 27.4 21.3 31.9

回帰直線の傾き 56.7 0.0 -1.0 -3.5 0.3 1.4
沈着量年変化率
(%・year-1) 3.3 0.1 -4.4 -12.9 1.6 4.4

降水量の変動を加味した
沈着量の年変化率
(%・year-1)

-3.2 -7.7 -16.2 -1.7 1.1

表４ イオン成分沈着量年変化率（２００６～２０１５年度）

大分市

日田市

久住町
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河野 公亮、岡本 英子、伊東 達也

Environmental Radioactivity Level in Oita Prefecture, 2012-2014

Kosuke Kawano, Eiko Okamoto, Tatsuya Ito

Key words：環境放射能：environmental radioactivity level セシウム137：cesium 137

大分県における環境放射能調査（2012-2014年度）

は じ め に

大分県では、国の委託事業として環境放射能水準
調査を１９８８年度から継続して行っている。２０１１年度
までの結果は、環境放射能調査研究成果論文抄録集１）

において公表されているので、２０１２年以降について
報告する。

調 査 方 法

１ 調査期間

２０１２年４月１日～２０１５年３月３１日

２ 調査の概要

２．１ 調査対象

① 全ベータ放射能
降水（定時降水）

② 核種分析（１３７Cs，１３４Cs，１３１I）
大気浮遊じん、降下物、陸水、土壌、
精米、野菜類、牛乳

③ 空間放射線量率
モニタリングポストによる連続測定及びサー
ベイメータによる測定

２．２ 測定方法

試料の採取、前処理及び測定は文部科学省放射能
測定法シリーズに準拠し実施した。

２．３ 測定装置

① 全ベータ線放射能
ベータ線自動測定装置：
アロカ ＪＤＣ‐３２０１Ｂ

② 核種分析
ゲルマニウム半導体検出器：
キャンベラ ＧＣ３０１８

③ 空間放射線量率
モニタリングポスト：
アロカ ＭＡＲ‐２２
サーベイメータ：
アロカ ＴＣＳ‐１７１

調 査 結 果

１ 全ベータ放射能

２０１２年度、２０１３年度及び２０１４年度における定時降
水試料中の全ベータ放射能測定結果をそれぞれ表
１、表２及び表３に示した。２０１２年度は９７試料中１９
試料から、２０１３年度は７２試料中１７試料から、２０１４年
度は８５試料中２８試料から全ベータ線が検出された
が、その値は過去３年間の範囲内にあり、これまで
の結果とほぼ同じレベルであった。

２ 核種分析

２０１２年度、２０１３年度及び２０１４年度における各種環
境試料中の核種分析結果をそれぞれ表４、表５及び
表６に示した。２０１２年度と２０１３年度からは、定時降
下物、上水（蛇口水）、降下物、精米、野菜及び牛乳
からは人工放射性核種は検出されなかった。２０１４年
度は牛乳からごく微量の１３７Csが検出されたが、異常
値は認められなかった。定時降下物、上水（蛇口水）、
降下物、精米及び野菜からは人工放射性核種は検出
されなかった。
土壌から３年間とも１３７Csが検出されたが、過去３
年間の範囲内にあり、これまでの結果とほぼ同じレ
ベルであった。

３ 空間放射線量率

モニタリングポストは１９８８年から衛生環境研究セ
ンターの屋上に１台設置していたが２０１１年の東京電
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力福島第一原子力発電所事故を受けて、２０１２年３月
末に大分市（佐賀関大気測定局）、日田市（日田総合
庁舎）、佐伯市（佐伯豊南高校（旧鶴岡高校））、国東
市（国東高校）の４箇所にモニタリングポストを増設
した。なお、２０１３年１２月に大分市佐賀関大気測定局
から佐賀関小学校に移設した。そのため、途中から
値が変化している。
２０１２年度、２０１３年度及び２０１４年度の結果をそれぞ
れ表７、表８及び表９に示した。これらのモニタリ
ングポストによる空間放射線量率はこれまでの結果
とほぼ同じレベルであり、異常値は認められなかっ
た。
また、衛生環境研究センターでは１ヶ月に１度
サーベイメータを用いて地上1mの空間放射線量率
を測定している。２０１２年度、２０１３年度及び２０１４年度
の結果をそれぞれ表１０、表１１及び表１２に示した。こ
れらの結果、空間放射線量率はこれまでの結果とほ
ぼ同じレベルであり、異常値は認められなかった。

４ 北朝鮮核実験

２０１３年２月１２日に北朝鮮が地下核実験を行ったた
め、２月１２日から２１日までの間、毎日大気浮遊じん
及び降下物の測定を行った。採取時間は２４時間、ゲ
ルマニウム半導体検出器による測定時間は６時間で
ある。結果を表１３に示した。これらの結果からは、
異常値は認められなかった。

結 語

２０１２年度～２０１４年度の定時降水中の全ベータ放射
能測定結果、各種環境試料中の核種分析結果、モニ
タリングポスト及びサーベイメータによる空間放射
線量率は、これまでの結果とほぼ同じ放射線レベル
にあり、異常値は認められなかった。
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表２ 定時降水試料中の全ベータ放射能調査結果（2013年度）表１ 定時降水試料中の全ベータ放射能調査結果（2012年度）

表３ 定時降水試料中の全ベータ放射能調査結果（2014年度）

表４ ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果（2012年度）
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表５ ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果（2013年度）

表６ ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果（2014年度）

表７ モニタリングポストによる空間放射線量率測定結果（2012年度）（単位：nGy/h）
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表８ モニタリングポストによる空間放射線量率測定結果（2013年度）（単位：nGy/h）

表９ モニタリングポストによる空間放射線量率測定結果（2014年度）（単位：nGy/h）

表１０ サーベイメータによる空間放射線量率測定結果（2012年度） 表１１ サーベイメータによる空間放射線量率測定結果（2013年度）
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表１２ サーベイメータによる空間放射線量率測定結果（2014年度）

表１３ ゲルマニウム半導体検出器による核種分析測定調査結果（北朝鮮核実験）
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